第4回彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会議事録
　              日時  　平成29年(2017年)11月30日(木)
9時25分～11時32分
場所  彦根市商工会議所　4階 　大ホール
［地域経営・地方創生推進室長］
おはようございます。

定刻の時間よりやや早くなっておりますが、本日は、お忙しい中、ご出席をいただきまして誠にありがとうございます。ただいまから、第4回彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会を開催させていただきます。
本日は、大久保市長が他公務により欠席させていただきます。代わって山根副市長よりご挨拶をよろしくお願いいたします。

［副市長］
皆様、おはようございます。本日の第4回彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会の開催に当たりまして、一言ご挨拶申し上げます。

委員の皆様におかれましては公私多用の中、ご出席いただきまして誠にありがとうございます。皆様には第2回、第3回の協議会におきまして、各施策に対し大変貴重なご意見をいただき、誠にありがとうございました。皆様のご意見を受け庁内で協議を重ね、施策別に今後の取組方針をまとめましたので、本日、その内容につきましてご説明させていただきたいと考えております。
この方針を踏まえまして、来年度予算の編成に取り組んでまいりたいと考えておりますので、皆様の率直なご意見を賜りますよう、よろしくお願いいたします。
総合戦略の取組をより効果的なものとしていくために、ぜひとも活発なご意見とご議論をお願い申し上げ、協議会の開会に当たりましてのご挨拶とさせていただきます。どうかよろしくお願いいたします。

［地域経営・地方創生推進室長］
ありがとうございました。

なお、本日は委員の6名の方がご出席されておられますので、「彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会設置要綱」第6条第2項に規定する定足数を満たしております。会議が成立しましたことをご報告申し上げます。

では、同要綱第5条第1項の規定に基づき、ここからは廣川会長に議長として進行をお願いしたいと思います。

また、議事録の作成の都合上、発言の際にはお名前を申し上げていただきまして、マイクのスイッチを入れてお話をしていただきますように、よろしくお願いいたします。

それでは廣川会長、議事の進行をよろしくお願いいたします。

［会長］
　改めましておはようございます。本日はお忙しい中、お集まりいただきまして、どうもありがとうございます。

  では、早速ですが、本日の議題に移りたいと思います。

　前回までの協議会では彦根市の総合戦略の各施策について評価を行ってまいりました。それらを受けまして市の内部で今後の取組方針についてご検討いただいたということでございます。

　そこで本日は議題(1)といたしまして、「基本目標ごとの今後の取組について」ということで、今後の方針について基本目標ごとに市側から説明をいただきます。その説明の後、ご質問等をしていただくお時間を設けますので、委員の皆様にはよろしくお願いしたいと思います。

　特に方針等に問題がないようでしたら、市には今後、この方針に沿って取り組んでいただくということになりますが、皆さんの活発なご意見をいただければと思いますので、よろしくお願いいたします。

　それでは、まず基本目標1「魅力ある安定した雇用が生まれるまちづくり」につきまして、担当からご説明をいただければと思います。よろしくお願いいたします。

［産業部長］
　それでは、私から基本目標1「魅力ある安定した雇用が生まれるまちづくり」について、ご説明させていただきます。
　まず、施策名「(1)企業立地や産業集積の促進等による地元での就職環境の整備」につきましては3つ指標がございまして、まず「有効求人倍率(彦根管内)」でございますが、内部では現在の高倍率の維持・継続といった課題を認識しておりまして、委員の皆様からは中小企業の人材確保、地元企業の魅力を学生が知る機会の創出という課題をご指摘いただきました。

　また、委員の皆様からは、将来性のある中小企業への投資、支援、アントレプレナーを初めとしたベンチャーの育成、インターンシップの実施を初めとした体験する機会の提供を実施すべきであるというご意見をいただきました。

　委員の皆さんのご意見に対し、市としましては、将来性のある中小企業への投資、支援につきましては、「湖東圏域企業立地基本計画」改正の議論の中で検討してまいりたいと考えております。また、アントレプレナーの育成につきましては、一部お話を伺っている事案もありますことから、具体的になりましたら支援等の検討を行いたいと考えております。体験機会の提供につきましては、これまで地場産業について、市教育委員会や彦根工業高校、滋賀県立大学工学部に対して協議等を行いましたので、継続してまいりたいと考えております。
　今後の取組方針としましては、「企業立地促進法」の改正法でございます「地域未来投資法」が施行されたことによりまして、「湖東地域企業立地基本計画」について、圏域で「地域未来投資法」に基づく基本計画の策定について議論をする中で、各種支援策についても検討してまいりたいと考えております。また、平成28年度に作成いたしました「就活本」のフォローアップについても検討してまいりたいと思っております。
　2つ目でございますが、「工業製品等出荷額(億円)」につきましては、平成29年度に設定いたしました「彦根市企業立地促進条例」によります支援策については、職員が金融機関や大学等を回りまして周知を行っておりますが、今後とも制度周知を継続してまいりたいと思います。また、圏域で「地域未来投資法」に基づく基本計画の策定について議論をする中で、各種支援策についても検討してまいりたいと考えております。

　3つ目の「工場等設置奨励措置件数(件)」につきましては、平成29年度に、これまでの「彦根市工場等設置奨励条例」を全部改正いたしまして「彦根市企業立地促進条例」により支援策等につきましては、先ほど申しましたが、金融機関や大学等に対して、今後とも制度周知を継続してまいりたいと考えているところでございます。
　施策名「(2)起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出」につきましては、内部では現在の高水準の維持・継続を課題として認識しておりまして、今後の取組方針につきましては継続して、彦根市創業支援事業計画の周知を図るほか、市が行っております支援業務につきまして継続してまいりたいと考えております。
　続きまして、施策名「(3)地場産業の人材確保・育成および競争力強化」でございますが、これにつきましては3つの指標がございますが、それぞれ内部では社会・経済的な要因による需要のギャップであるとか、需要の変動であるというものを課題として認識しておりまして、委員の皆様からは共通して、マーケティングや販路開拓、研究開発が弱いといった課題がある、また仏壇におきましては、仏壇市場の小規模化を課題としてご指摘いただきました。

　また、委員の皆様から共通してですが、マーケティングや販路開拓、研究開発に係る人材育成等の支援強化をすべきであるということで、仏壇については、仏壇技術を生かせる分野での事業展開を実施すべきであるとのご意見をいただきました。
　この委員の皆様のご意見に対し市としましては、まず仏壇におきましては、マーケティング等の人材育成等支援に関して、現在、市特別顧問が、海外販路などに係る相談に対応しております。研究開発とあわせて仏壇技術を生かせる分野での事業展開に関しましては、彦根仏壇事業協同組合が行います事業への補助について、平成27年度より意匠開発調査を補助対象としていますので、継続したいと考えております。

　バルブにつきましては、ビワライトというものがあり、このビワライトのマーケティング、販路開拓に関しましては、同じく市特別顧問が直接かかわっております。研究開発に係る人材の育成につきまして、バルブに関しましては、他の地場産業に比較して規模の大きな企業が多く、研究開発を担う人材を抱えておられる企業も一定存在するということから、市がコストを投じての支援の必要性があるかといったところから議論が必要と考えております。
　ファンデーションにつきましては、複数の企業の共同によります海外販路の開拓に関しまして、市特別顧問がオブザーバーとしてかかわっております。研究開発に係る人材の育成等の支援強化に関しましては、ファンデーション企業の多くが、ＯＥＭによる薄利を課題としているため、研究開発人材の育成は次のステップであると考えているところでございます。
　市としましては、いずれも「彦根市地場産業活性化基本方針及び行動計画」を着実に実施してまいりたいということで、今後の方針として考えているところでございます。

　次をめくっていただきまして施策名「(4)6次産業化や農商工連携の推進による農林水産業の競争力強化」でございます。

　まず、指標の「認定新規就農者数(人)」の部分でございますが、内部では平成28年度においては、市が認定する新規就農者に増減がなかったが、一層新規就農者の掘り起こしが必要であるという課題を認識しておりまして、委員の皆様からは、農業経営の将来性という課題をご指摘いただきました。また、委員の皆様からは、新規就農された方の体験談をもとにしたＰＲの実施、新規就農者を掘り起こすだけではなく、将来にわたって経営が成立するような就農支援の実施をすべきであるというようなご意見が出たところでございます。
　委員の皆様からのご意見に対し市としましては、既に市内新規就農者の体験談をもとにした記事を作成しております。将来にわたって経営を安定させるため、就農者支援として国策を活用し、農業次世代人材投資事業（経営開始型）として年150万円の資金給付を引き続き実施してまいりたいと考えております。

　今後の取組方針につきましては、現在の方針で引き続き実施をしてまいりたいというふうに考えております。6次化につきましても、同様に今後の取組としましては、現在の方針で引き続き実施をしてまいりたいと考えております。
　続きまして、施策名「(5)人材不足の職場における人材の確保・定着への支援」について、福祉の部分でございますが、内部では、説明会参加者数の増加、学生の就職ニーズの把握、参加事業所の取組の向上といったものを課題として認識しておりまして、今後の取組としましては、来場者数を伸ばすため、説明会を開催する曜日・場所を検討してまいります。引き続き、説明会を活用して人材確保を推進しようとする参加事業所の取組姿勢の改善を促し、介護福祉士の資格取得に係る助成制度を実施します。愛知・犬上4町および彦根愛知犬上介護保険事業者協議会との連携をさらに深めたいという方針で進めてまいりたいと思っております。
　次に、一番下のひとり親家庭の部分でございますが、これにつきましては、対象の個々の状況を的確に把握できるようなプログラム策定の充実を図ってまいるという方針で進めたいと考えております。
　続きまして、3ページでございます。施策名「(6)観光・文化・スポーツの振興による地域活性化策の強化」でございますが、まず「観光入込客数(人)」の部分につきましては、内部では、観光客数実人数は、平成25年度比較では増加しておりますが、1人当たりの訪問地点数が若干減少しており、観光入込客数としては伸び悩んでいることから、一人当たりの訪問地点の増加策が必要であるというような課題を認識しております。

　今後の取組方針としましては、彦根城だけではなく、その後の訪問地点数を増加させるため、市内周遊を促進する取組を推進してまいりたいと考えております。

　内部では、日帰り客での観光消費額は減少したものの、宿泊客で増加しており、さらなる増加策が必要であるという課題を認識しているところでございます。
　今後の取組方針としましては、宿泊客を宿泊させるだけでなく、飲食・土産購入・体験サービスなどの機会の充実を図るとともに、経済波及効果を高めるため、観光ＰＲの充実や新たな観光コンテンツの開発を推進してまいりたいと考えているところでございます。

　続きまして、3つ目でございますが、「市内宿泊者数(人)」でございます。これにつきましては、市内宿泊者数につきましては、外国人観光客における宿泊者数が大幅に増加しているが、さらなる増加策が必要だと内部では認識しております。

　外部の皆様からは、宿泊者数だけではなく、宿泊施設の宿泊施設の稼働率や宿泊目的等を踏まえた分析と、その結果を踏まえた取組の実施が必要であるということと学会等イベントの誘致が必要であるというようなご意見でありました。

　これにつきましては、毎年行っております経済効果測定調査において、委託先の滋賀大学地域連携センターや、宿泊施設等の協力のもと、宿泊施設の稼働率や宿泊目的等を踏まえた分析を実施することは可能であると考えております。
　学会等イベントの対応につきましては、コンベンションサービスの一環として、市内4大学からの依頼等によりまして、情報提供や支援を行っておりますが、積極的な誘致までは行っていないことから今後検討してまいりたいと考えているところでございます。
　今後の取組方針につきましては、宿泊を促すため、彦根城のライトアップ等夜間における取組を充実するとともに、宿泊施設と連携した取組を推進してまいりたいと思います。
　外国人観光客の宿泊者が彦根を主要な観光地として訪問されるよう、インバウンドにおける受入環境の整備、情報発信などの取組の充実を図りたいと思います。

　経済効果測定調査において、宿泊施設の稼働率や宿泊目的等を踏まえた分析を実施し、その結果を踏まえた具体的な取組等を検討してまいりたいと考えております。
　市内4大学との連携により、情報収集に努めつつ、学会等イベントの誘致の効果的な手法の検討を進めたいと考えております。

　次に4つ目でございますが、「外国人観光客数(人)」でございます。内部では、近年の訪日外国人の増加に伴いまして、本市においても、外国人観光客数については目標数値を超える結果となっておりまして、さらなる外国人観光客の誘客が必要であると課題を認識しております。

　委員の皆様からは、もう一度訪れたいという魅力を植えつけられるような方策の検討が必要であるとご指摘をいただきました。

　また、委員の皆様からは、広域連携によるリピーターへの誘客戦略の充実、彦根単体ではなく複数泊での広域ツアー等の開発を実施すべきであるとのご意見をいただきました。
　これにつきまして市としましては、リピーターの獲得につきましては、広域で連携する協議会（びわ湖・近江路観光圏活性化協議会、びわこ湖東路観光協議会）や、びわこビジターズビューローとの連携が不可欠であると考えておりまして、今後もさらなる連携が必要であると考えております。

　複数泊での広域ツアー等の開発につきましては、県域での取組が必要でございまして、びわこビジターズビューローとの連携が必要であると考えております。
　今後の取組方針につきましては、外国人観光客の宿泊者が彦根を主要な観光地として訪問されるよう、インバウンドにおけます受入環境の整備、情報発信など、取組の充実を図ってまいりたいと思います。
　また、広域で連携する協議会やびわこビジターズビューローとのさらなる連携によりまして、リピーターへの誘客戦略の実施や複数泊での広域ツアー等の開発を推進してまいりたいと考えております。
　めくっていただきまして4ページでございます。

　1番目の「外国人観光客市内宿泊者数(人)」でございますが、これにつきましては、内部では、近年の訪日外国人の増加に伴いまして、本市においても外国人観光客における宿泊者数が増加しており、目標数値を超える結果となっておりまして、さらなる外国人観光客の誘客が必要だという課題を認識しております。

　今後の取組方針としましては、外国人観光客の宿泊者が彦根を主要な観光地として訪問されるよう、インバウンドによります受入環境の整備、情報発信等の取組の充実してまいりたいと考えているところでございます。
　次の「歴史的風致維持向上施設の整備件数(件)」でございますが、内部では、歴史的風致を維持するため、継続的な取組が必要であるといった課題を認識しておりまして、委員の皆様からは、分かりにくい案内表示等が課題であるというようなご指摘をいただきました。

　また、あわせて、アンケート結果や意見等を踏まえた案内表示等の工夫を実施すべきであるとのご意見をいただきました。
　このご意見に対しまして市としましては、平成26年度に策定いたしました「彦根市公共サインガイドライン」に基づきまして、毎年度継続して整備を行っておりまして、整備したサインでは、多言語化や城下町らしさを感じるよう旧町名表記を入れるなど工夫したものでございます。

　また、平成26年度より順次整備を進めておりますが、全ての周遊ルートにまで整備ができていないため、設置を増やす必要があると考えているところでございます。

　今後の取組方針としましては、平成28年度末までに旧城下町地区において整備した公共サイン（案内サイン・誘導サイン）が11基ありますが、国体開催の時期までに設置箇所を増やして案内誘導の充実を図ってまいりたいと思います。
　また、歴史的風致の維持向上のため、関係課と連携を図り継続した取組を推進したいと考えております。

　最後の「本市スポーツイベントへの参加人数(人)」でございますが、これにつきましては内部では、県立彦根総合運動場、市民体育センター等社会体育施設整備期間中の開催について検討が必要であるといった課題を認識しております。

　今後の取組方針につきましては、県立彦根総合運動場、市民体育センター等が使用できない間の彦根シティマラソンをはじめとする各種スポーツイベントについて、開催時期、会場、内容等を関係団体と調整しながら検討を行い、継続的な開催に努めたいと考えているところでございます。
　以上でございます。
［会長］
　ご説明、ありがとうございました。

　それでは、各委員の方からご意見をいただきたいと思いますが、6つ大きく分けまして施策がございます。それぞれの施策ごとにご意見をいただければと思いますので、まず1つ目、「(1)企業立地や産業集積の促進等による地元での就職環境の整備」ということに関しまして、今後の取組方針等についてご意見いただければと思いますが、いかがでしょうか。

［委員］
  この6月末から来ていますので、質問も含めてですが、有効求人倍率1.68で、維持・継続ということなのですが、そもそもこれが高過ぎると企業誘致が非常に難しくなると思っております。京都、大阪、東京あたりの上場企業の工場誘致で銀行として行くこともありますが、企業がどういったところに目を向けておられるかと言ったら、道路とかそういった社会インフラが一つ、一定の用地が確保できるのかが一つ、最近、新しく出てきているのは、昔みたいにインターの近くにぽつんと大きな工業団地をつくるという形では、従業員が豊かな生活ができない、遊ぶところというか、食事や余暇を楽しむような場所がないということがあります。そこで彦根は非常に企業が出やすい土地柄だというのは聞いたことがあります。これは自然も文化も一定の都市機能もあるということです。しかし最後に、人がさっと集められるのかどうか、大手の企業の工場ですと、やはり50人から100人ぐらいの規模になるので、この人を安定的に雇用できるかどうかというのが一番大きな要因だという話を聞いております。

　それからすると、全体で見ておりますと、企業誘致をして新たな雇用を創出するというのも一つの目標なのですが、この1.68の中で新たな雇用を創出したらどうなってしまうのかというのがありまして、ほかの施策とのバランスにもなってくると思いますが、単なる高倍率を維持・継続、もしくはもっと倍率を上げるということを言ってしまうと、ほかの施策とのバランスがとれないかと思います。ある意味、これぐらいの適正な有効求人倍率を目指しますということであれば理解もできるのですが、そのあたりについて、どういうお考えをされているか、お聞かせください。
［会長］
　非常に重要なポイントかと思いますが、バランスの問題についてどなたか答えていただけますでしょうか。

［産業部長］
　ご指摘がありましたが、現在は1.8ぐらいになっていると思います。確かにこうなりますと企業では人がどこに行ってもいない、どこの企業も最終的に人がいないというような状況でございます。委員がおっしゃるように、彦根は非常に住みやすいところでございますが、企業が進出される際に、彦根というのは知名度がもう一つなくて、近畿圏からいうと彦根は最果てというようなイメージを持っていらっしゃるところがございます。住んでみると、近畿の真ん中と比べると住環境であれば1.5倍ぐらい余裕があるといった話を聞きますので、そういったものをまずＰＲして、企業がこちらへ来ていただけるときに、大阪などに住んでいらっしゃる方もあわせてこちらに移住していただけるような施策を進めていかないと、企業誘致もなかなか難しいかと思っています。

　あわせて、求人倍率は適正な数値であると思いますが、それぞれ子育てが終わった世代の女性の方であるとか、または最近、高齢者の方も非常に元気でございますので、そういった方も働けるような場所を企業にもお願いしてつくっていただくというのが必要であると思います。そんな中で雇用確保していきたいとは考えております。
　以上でございます。

［会長］
　よろしいでしょうか。

［委員］
　積極的に企業誘致を続けていくということでよろしいですか。

［産業部長］
　企業誘致を一生懸命やっておりますが、来ていただくためには基盤整備も必要な部分がございます。
　ただ、そこができてない部分がございます。

　企業立地促進条例を改正いたしましたが、これは中小企業も使いやすくなっておりますので、そういった中で、大企業もそうですが、要するに規模に合った企業には積極的に来ていただきたいと考えておりますし、あわせて今現在、ある大手企業は彦根にずっといていただきながら規模を拡大していただくというような方策を進めてまいりたいと考えているところでございます。
［委員］
　求人倍率の話が出ていましたが、県内の彦根の管内で求人倍率が突出して高いという状況の中には、本来管内の就業場所が就業場所ではないかということで、彦根市内等彦根管内の求人募集については、就業場所が管内の部分と、管外もしくは県外の部分も含めて1.8強あるという状況なので、その中で管内の就業場所の求人についてはどうかというと、かなりこの数値は落ちるといったような状況も中にございます。
　立地もそうですが、それぞれいろいろな施策を講じておられるということからいえば、立地には力を入れるが、当然その人材確保のためには、市内だけでは無理ですし、ほかの市町で人材の取り合いという形になってしまうので、例えばそういう移住の関係もこの中の施策にはありますし、当然滋賀の場合、女性の30代等の就業人口は全国に比べてなかなか低いということから、今の女性の施策についてもこの中に盛り込まれておりまして、単独ではなくて、いろいろな施策を絡めてやはり人材確保を図っていかないといけないと考えておりますので、立地もそうですが、それ以外の作業についても十分力を入れていただきたいと思っております。
［会長］
　よろしゅうございますか。

［委員］
　はい。
［会長］
　ほかにございますか。
［委員］
　アントレプレナーの育成等についてです。今、一部話があるということで、これはこれで良いと思いますが、取組方針の中で企業立地促進法というのがずっと出てきますが、企業誘致は、先ほどの話にもかかわって、やはりなかなか簡単ではないと思います。東京に日本立地センターがありますが、例えば工場団地や立地というものを用意して、こういうところにこのような企業を誘致したいというようなことで動いていただくのは、なかなか難しいと思います。そういう意味では以前と違って質的なことが問われると思いますが、そういう中で企業立地促進法は成長分野が非常にたくさんある中で、その地域の強みを生かした推進分野を何にするかということで、伴走型でずっと支援をしていこうということになるであろうと思います。それをこれから検討されると思いますが、もう少し具体的に、例えばどういうものを誘致・支援していこうということなのか、単なる大きな企業、工場を誘致しようということではないと思うので、その辺りについて、もしあればお伺いしたいと思います。
［会長］
　もし具体的なことがあればお願いします。

［産業部長］
　委員も御存じのとおり、今のところは具体的には申し上げられませんが、市内の大学等の研究などを使って直接世界に発信できるような企業がいくつかあります。そんなに人数はたくさんではないですが、そういった企業をできるだけ誘致してまいりたいと考えているところでございます。
［会長］
　ぜひお願いしたいと思います。
　ほかによろしゅうございますか。それでは、ＫＰＩ値で平成28年度の有効求人倍率が1.34ということで1.68が結果ですから、これはかなり高く、設定そのものはそんなに大きくはなっておらず、一応バランスを考えてやっておられるのかと思いますが、もう少し実態面は変わってくるということですので、そのように考えて施策を具体的に進められるときに反映させていただければと思います。

　それでは、次に「(2)起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出」についてはいかがでしょうか。委員の皆様からご意見をいただければと思いますが。
［委員］
　これについてというよりは、私自身が思っているのですが、新規開業される場合、どこに相談されるかと言ったら、こういう行政絡みのところに相談される方もおられますし、商工会議所に相談される方もおられますし、知り合いの税理士に相談される方もおられますし、銀行に直接相談いただくという方も多いのですが、おそらくそういった情報がそれぞればらばらになっているのではないかと思います。もっといろいろな角度から支援してあげれば開業できたのにという方が間違いなくあるのではないかと思っておりまして、これはご提案というよりは、そういう横断的な組織を市や商工会議所などが中心でご検討いただければ、今、金融機関は全部自分のところに来たら、ほかの銀行にとられてしまうと困るので自分ところで情報を握ってしまって、結果、その銀行が断ってしまったら開業できないというようなことになってしまうのですが、金融機関協議会のような形で参加して、結果的に企業が増えて地域経済が活性化したほうが銀行にとってはプラスなので、目の前のことだけを見て情報を自分のところで握ってしまうという形ではなく、横断的に開業を考えておられる方の情報をどこかに上げて、いろいろな角度で支援していけるような組織ができないかと、常々銀行として考えておりまして、もしよろしければ、そのようなことをご検討いただければ、少しでも起業を支援していけるのではないかと思います。
［会長］
　貴重なご意見ありがとうございます。この彦根市創業支援事業計画の中には、そういうネットワーク的なことは入っているのでしょうか。情報の共有という面で。
［地域経済振興課長］
　今の創業支援計画の中でのネットワーク的なことが何かということでございます。

　計画の中には、彦根市の商工会議所や稲枝商工会、あるいは大学等とのネットワーク的なものは計画の中にはうたっておりますが、なかなか的確な情報共有というところまでは至っていないと思っておりますので、今ご指摘いただきましたことにつきまして、今後、適正になるように検討はしていきたいと思っております。

［会長］
　良い意見だと思いますので、うまく施策に反映していただければと思います。よろしくお願いします。

［委員］
　先ほどの(1)にかかわって産業部長がまだ公表できないという話もありましたが、会議所としましては知事要望の中に盛り込んで今年も上げておりますので、申し上げますと、滋賀大学にデータサイエンス学部ができまして、31年度からは大学院もできます。これは単に学部が新しくできただけではなく、具体的にその学部段階から起業家やベンチャーなどを目指して、県内だけではなく、県外や企業からもベンチャーを志す人も来ていただくという狙いがありまして、それで具体的に彦根や滋賀県の中で起業いただくということでコンソーシアムをつくって、その中で産学官で連携して、行政ができること、民間でファンドをつくって応援するなど、いろいろな形で受け皿を含めてやっていくという構想があります。それは今、国との調整もされていますので、具体的になった段階で動いているとは思います。せっかくそういうものが彦根にありますので、それを利用しない手はないと思うので、そういう意味でこれからそういうものが動いていくのだろうとは思っております。
　以上です。

［会長］
　本日欠席の委員にも情報をとっていただいて、ネットワーク的な情報交換を考えていただければと思います。

　では、よろしゅうございますか。次に進ませていただきます。

　(3)でございます。「地場産業の人材確保・育成および競争力強化」につきましてはいかがでございましょうか。

　具体的には、仏壇・バルブ・ファンデーションと3つ大きく項目が挙がっておりますが、いかがでございますか。

　私から質問させていただきたいのですが、ファンデーションのところで「ＯＥＭによる薄利を課題としている」とありますが、これはＯＥＭだからあまり利益が出ずに大量に薄利多売をしているのが問題ということなのですか。

［地域経済振興課長］
　ＯＥＭによる薄利を課題としているということですが、ファンデーションの産業につきましては下請を主とした事業展開になっております。企業利益につながりにくいという側面がございます。ですから、ここの部分をまず改善させて、そしてその次に人材の育成と考えております。
［会長］
　また違う角度で新しいものを開発して売っていかないと、同じようなところでやっていると、なかなかマーケティングだけの問題ではないのではないかと思うのですが、いかがですか。

［委員］
　立場的に若干話しにくいところもあるのですが、バルブについては一定の生産量もありますし、価格競争力、商品競争力あるいは企業も一定数ありますので、守っていくことは十分可能なのだろうと思います。

　彦根仏壇については、先日もＮＨＫの番組で鶴瓶さんや菅田将暉さんが来たときに、永樂屋を紹介していましたが、きっちりブランド化をしていければ技術は相当高いものがありますし、日本国中で仏壇をつくっておられるところは、需要が減っている分もありますが、生産者も減ってきているので、逆にいえば、きっちりブランド化をして、海外は少し難しいかもしれないと思うのですが、技術が日本国内にきちっと周知できれば、一定の規模、地場産業として守っていけるような気がしています。
　ファンデーションについては、先ほど会長のお話がありましたが、大手の企業がつくっている部分ですので、地場産業としてブランド化をしていくのは結構難しいレベルに来ていると思います。市場規模自体は結構大きいはずで29億ですので、逆に本当に地場産業と言えるのかというぐらいの規模なのではと思います。それからすれば、ある意味、大手の企業をライバル視して商品開発していても絶対に届かないと思うので、逆にいえば、先ほど出た企業誘致の中で大手のファンデーションの企業を誘致して、そこの下請としてＯＥＭを強みにする。薄利多売にはなりますが、生産量を増やして生産工程の生産性を上げて、そこで逆に言えば、生産工程の生産部門としてファンデーションという地場産業を残していくとか、そういう視点の変更は必要だという気がしています。

［会長］
　分かりました。今のお話でどの視点が一番良いのかわかりませんが、また業界の方もいろいろとご意見があろうかと思いますので、ベストの方針をご検討いただければと思います。
　ほかに何かございますか。バルブはこれでよろしゅうございますか。

　特にないようでしたら、次に進めさせていただきたいと思います。次は「(4)6次産業化や農商工連携の推進による農林水産業の競争力強化」でございます。2つのＫＰＩ値がございますが、この辺りはいかがでしょうか。

　今後の方針としましては、現在の方針で実施ということです。体験談の記事の作成、あるいは就農支援として国策を活用して年150万の資金給付を引き続き継続ということを考えておられるわけですが、特にございませんでしょうか。よろしゅうございますか。
　では、これはこのままということで、今回は評価が全部「×」になっていますが、ぜひうまく進めていただくことを期待したいと思います。

　それでは、(5)「人材不足の職場における人材の確保・定着への支援」ということにつきましてはいかがでしょうか。福祉の職場やひとり親家庭の関係でございます。ご意見があればよろしくお願いします。
［委員］
　福祉の現場で、この彦根市にもたくさん事業所あるのですが、大きなところに外国人労働者が近々入ってくるという動きになっています。福祉の現場に、私の知人がそういう海外の研修生を受け入れて、事業者紹介をし、そこに派遣した方々の意見聴取をするという仕事をしておられる方がおられまして、先日も彦根の大きな事業所に中国の方、中国からの派遣元の方、日本での受入れ、そしてこの滋賀を担当する方等が現地を視察されています。なかなか国内での人材不足というところで、今後どんどん外国人労働者の福祉の現場で働くことが増えていきます。そうなりますと、そこを所轄するところの市も、やはり一応の語学は研修されてくるのですが、そういう方たちの環境を守るためにも行政として今後できるだけの支援をしてあげていただきたいと思っています。
　本来ならば受け入れるところと支援する側がきちっとやれば良いのですが、なかなか日常的なところまでは手が届きませんし、目配り、気配りができない部分がありますので、これからますます増える外国人の方々のために、職場環境の改善というものは行政として一躍を担っていただければいいということで、情報という形でお伝えだけさせていただけたらと思います。
［会長］
　今後、大きな課題かもしれませんので、またその辺りは取組、方策などを考えていただければと思います。
　ほかにございますか。

　私から質問ですが、「来場者を伸ばすため、説明会を開催する曜日・場所を検討します」ということですが、これは今まで県外でもやっておられるのでしょうか。

［介護福祉課長］
　この福祉の職場説明会でございますが、県外のことは現在把握しておりませんが、県内におきましたら近隣でいいますと長浜市、近江八幡市が福祉の説明会を市が主催でされておられます。

［会長］
　はい、ありがとうございます。福祉の学部学科、大学に入り込んでうまく学生に来てもらうような形でやるのも一つかと思うので、県外の大学も含めたコネクションをつくっていくのはどうかというのが、今の私の意見でございます。

　ほかに何かございますか。よろしゅうございますか。
　では、特にないようでしたら次に移りたいと思います。ありがとうございます。次は最後の項目でございますが、「(6)観光・文化・スポーツの振興による地域活性化策の強化」ということでございますが、これはいかがでございましょうか。

［委員］
　(6)の「外国人観光客数(人)」ですが、ここに具体的に広域で連携する協議会ということで、びわ湖・近江路観光圏活性化協議会、びわこ湖東路観光協議会、びわこビジターズビューローというのが挙がっているのですが、観光に対する考え方がかなり変わってきているのは承知のとおりでありまして、観光業というよりも観光地経営とか観光まちづくりという方向性に変わってきましたので、そういう意味では広域でＤＭＯ組織の認定制度ができましたので、彦根にはＤＭＯとして一般社団法人のツーリズムボードもありますので、これもぜひ掲載をいただけたらと思っております。観光振興計画にも挙がっておりますし、推進主体としてＤＭＯが挙がっています。具体的に圏域の行政の方も一緒になって協議等を進めておりますので、そういう意味でＤＭＯは重要なポイントかと思っております。
［会長］
　今のご意見を参考にお願いします。

［産業部長］
　今のＤＭＯは、特に海外を中心にやっていただいていると思いますので、これについてはまた検討させていただきながら、どこでどう連携できるかというのを協議しながら今度取り組んでまいりたいと思っています。

［会長］
　ありがとうございます。ほかにございますか。

［委員］
　先日、海外からのインバウンドを取り扱っておられる大手企業の話を聞きました。セミナーだったのですが、京都、大阪のホテルが大幅に不足していて、結果、その宿泊客が滋賀県に流れてきていて、今滋賀県の宿泊数は増えているというのです。

　ただ、最近のマスコミの取り上げ方を見ていてもわかるのですが、京都、大阪で今、現状の2,800万人ぐらいのインバウンドを引き受けるホテルがほぼ完成するそうです。

　そうなってくると、滋賀県あたりには、そのあふれた観光客、ネガティブな観光客というのは来なくなるのではないかということを滋賀県の人は認識すべきだというきついことを言われました。買い物目的などのいわゆる中国・韓国あたりのインバウンドは、京都、大阪にホテルができると間違いなく滋賀県には流れてこないだろうということでした。

　どちらかというと滋賀県の強み、特に彦根の強みというのは歴史、自然といったところだと思いますが、そういうところを目的に来ているのは、どちらかというと欧米系の方が多いのではないかと思います。今後、ホテルが充実してあふれた客が来るという時代ではなくなったときに、彦根の強みを生かせば、特にこの国、この地域の観光客を集客するというような、もう少し具体的な戦術、戦略を立てておかないと、ホテルであふれる観光客が来なくなったときに、どうするのか危惧されます。
［会長］
　非常に良いポイントだと思いますが、彦根の場所は、滋賀県、京都の全員分の旅行客を受け入れられるだけの容量がないということを考えると、京都と違う魅力を発信しないといけないと思います。

　例えば、京都の奥座敷的なイメージで位置づけて、まず一人の単価をいかに多くのお金を落としてもらうかという逆の考えで攻めたほうがさらに良いのではないかと個人的には思っています。

［観光企画課長］
　今、おっしゃっていただきました外国人観光客のターゲットをどうするのかということですが、平成28年3月に観光振興計画というのをつくっておりまして、ちょうど同様の議論がなされまして、この計画でヨーロッパの方、欧米の方、何度も来日されるような台湾の方の個人やグループなどを暫定的なターゲットに設定しているところでございます。
　以上です。
［会長］
　はい、ありがとうございます。具体的にターゲットも設定されているということで、その辺り、また具体的に落とし込んでいただければと思います。

　ほか何かございますか。

［委員］
　次のページなのですが、「外国人観光客市内宿泊者数(人）」ですが、ここに「受入環境の整備」と書いておりますので、確認なのですが、取組方針なのでそう細かいことは挙がってないのかと思いますが、下のほうには公共サインということで、案内サイン、誘導サインというものが載っていますが、この受入環境整備の中にＷｉ－Ｆｉスポットの整備、こういったものも含まれているのかどうかですね。外国人の方にとって、日本人もそうですが、非常に重要なツールですので、これも観光振興計画には掲載されていたかと思いますので、その辺りの確認をさせていただきたいと思います。

［会長］
　その辺りはいかがでしょうか。

［観光企画課長］
　今、委員がおっしゃっていただいたように、観光振興計画の中で、外国人観光客のニーズを捉えた環境整備という項目の中では、無料のＷｉ－Ｆｉスポットを整備していくという計画がございます。数年来、実施しているのですが、今年度で大体市内周辺の公共的施設、半公共的施設につきましては一定の公共が行うような無料Ｗｉ－Ｆｉの整備は、一応完了したと考えているところでございます。

［会長］
　よろしゅうございますか。
　大体予定は完了している、完了に近いという認識でよろしゅうございますか。

［観光企画課長］
　今、設置場所が既に行っておりますのは彦根駅前の観光案内所、観光センター、それと彦根のお城の天守前の事務所、それと観光協会がございます街中プラザ、そしてお城の表門の券売所、夢京橋のあかり館、アルプラザの中のめぐりんこがございますサイクルセンター、それと彦根城の博物館、開国記念館、俳遊館、それと今年度に入りまして二の丸案内所等を整備しておりますので、一定のめどはついたと考えているところでございます。

［会長］
　ということで、さらに必要かどうかは、またご検討いただければということでありますが。

　ほかにございますか。

　あと一つ、私から質問ですが、「整備した公共サインが11基ありますが、国体開催の時期までに設置箇所を増やし案内誘導の充実を図ります」とありますが、国体開催というのは2024年でしたか。何かあまりにも向こう過ぎないかという気がしたのですが、この辺りはいかがですか。

［都市計画課長］
　全体の計画としましては、現在のところ、国体開催時までということでございますが、予算を見ながら早い時期に整備を進めていきたいと考えているところでございます。全体としましては、案内サイン13基、誘導サイン18基程度を考えているところで、現在約6割程度の設置ができておりまして、これも予算等の関係等で進めていきたいとは考えているところでございます。

　ちなみに、この案内サインでございますが、商工会議所の前にも1つ設置してございますので、お帰りの際に確認いただければと思います。

　以上です。

［会長］
　はい、ありがとうございました。予算を見ながらできるだけ早くということでございます。

　ほかにございますか。よろしゅうございますか。

　「魅力ある安定した雇用が生まれるまちづくり」全体について何かコメントし忘れていることがございましたらお受けしますが、よろしいでしょうか。

　それでは、次に移りたいと思いますが、基本目標2でございます。「次代を担う子どもたちを安心して産み、育てることのできるまちづくり」につきまして、ご説明をお願いしたいと思います。

［子ども未来部長］
　それでは、ただいまおっしゃっていただきました基本目標2「次代を担う子どもたちを安心して産み、育てることのできるまちづくり」につきまして、報告させていただきます。

　まず、施策名「(1)結婚から子育てまでの切れ目のない支援」、ＫＰＩ指標の「年間出生数(人)」、それから次の「年少人口(0～15歳未満)割合(％)」につきまして、内部では結婚・妊娠・出産・子育ての各ステージにおける切れ目ない支援の充実をするといった課題を認識しております。委員の皆様からは、子どもへの医療費助成の拡充に対する課題をご指摘いただきました。また、移住に係る取組の市外への周知、宣伝、外部の団体と連携した施策等を実施すべきであるとのご意見をいただきました。

　まず、移住に関するご意見に対しまして市としましては、市外への発信が重要であり、目的に応じた外部団体との連携が必要であると考えております。

　今後の取組方針としましては、東京のふるさと回帰支援センターに常駐しております滋賀県の相談員や、地域おこし協力隊のネットワークと連携した移住施策について検討するとともに、本気で結婚を望む独身男女に「出会いの場」の創出を行い、現在、実施しています移住促進家賃等補助金に上乗せする形で、新婚世帯への経済的支援を行うことで、結婚と移住に関する環境を整えていきたいと考えております。
　また、子どもへの医療費助成の拡充についての課題につきましては、通院にかかる医療費助成を高校卒業まで拡大している自治体があるなど、自治体間に格差が生じている状況ですが、本市単独で制度拡大を行うとした場合、税制負担もさることながら、軽微な症状での安易な医療受診や緊急性の低い方の救急外来受診の増大などが懸念され、地域の医療機関に過度な負担を与えることも危惧されます。子育て支援の趣旨は理解しているのですが、医療費助成制度の安定的、継続的な運営のために、制度拡充には慎重に取り組む必要があると考えております。
　こうした考えのもと、現在、本市独自の施策として、小学生、中学生の入院医療費の助成を実施しているところですが、子育て支援施策として範囲、内容、可能性について検討を行い、平成30年4月から小学校1年生から3年生までの児童の通院にかかる医療費の助成を開始することとしています。
　そのほか、妊娠から出産、子育てにかかる支援としましては、現在取組をしております妊婦全員への面接や乳幼児家庭全戸訪問、地域子育て支援拠点、子育て広場等の相談窓口の充実を図るとともに公立幼稚園の預かり広場の拡大、多子世帯等の保育料負担の軽減を行ってまいりたいと考えております。

　次に、ＫＰＩ指標名の「保育所待機児童数(人)」につきましては、保育士、保育事業の量の不足といった課題があります。今後も継続しまして、民間保育所の保育士への処遇改善補助や保育士確保のための保育士フェア、職場体験を実施するとともに、民間事業所によります小規模事業所等の整備による待機児童の解消等に取り組んでまいりたいと思っております。

　2ページをお願いいたします。次の指標名「(仮称)彦根市子ども・若者支援センターの設置(箇所)」につきましては、今後も社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ども・若者を支援するため、平成28年10月に開設しました彦根市子ども・若者総合相談センターや、関係機関のネットワークであります子ども・若者支援地域協議会の充実を図り、効果的かつ円滑に子ども・若者をサポートする体制を構築していきたいと考えております。
　次の指標名「地域での学習支援教室の整備(箇所)」につきましては、地域での学習支援を担える人材の育成が課題であると認識しております。

　今年度から委託いたしました「子ども・若者を応援するひとづくり・地域づくり事業」によりまして、担い手となる人材育成や地域資源の掘り起こしを行い、身近な地域で子どもたちを応援する体制を整えていくとともに、今年度から委託より実施しています中学生を対象とした「地域未来塾」につきましても、学習支援員の確保に努め、安定的な教室運営を図ってまいりたいと考えております。

　次の施策名「(2)小・中学校教育の充実」で、まずＫＰＩ指標名「市内児童・生徒の基礎・基本的な学習内容の習得状況(小学校・中学校)(％)」につきまして、内部では学習内容の定着を図るための授業改善、家庭学習が充実することが課題であると認識しています。委員の皆様からは、中学生の教育水準を上げるなど、社会増につながる取組を検討すべきであるとのご意見をいただきました。

　このことにつきましては、今後も継続して、「確かな学力、未来を創る力、豊かな人間関係を育む教育」の充実を図っていくことが必要であると考えています。
　学力向上の取組を学校教育の中核的な柱とし、引き続き、全ての子どもが「できる」、「わかる」を実感できる授業づくりを進めるとともに、少人数指導など、きめ細かな指導の充実、若手教員を中心としました教育の指導力向上、そして子どもが楽しく安心して学校生活を過ごせるように、学校の支援体制の充実を図ってまいります。
　次の指標名ですが、「市内児童・生徒学校満足度(％)」につきましては、一人ひとりの子どもにとって、居場所のある学校づくりが必要であるという課題を認識しております。子どもが楽しく安心して学校生活を過ごせるよう、支援員やスクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラーの配置拡充を図るなど、学校支援体制の充実を図ってまいりたいと考えております。
　次の施策名「(3)ふるさとを誇りに思い、将来地域社会に貢献する子どもの育成」につきましては、内部で学校と地域の連携における学区による格差といった課題を認識しており、委員の皆様からは地域行事の担い手の不足という課題をご指摘いただきました。
　このことにつきましては、学区によって差があり、それぞれの学区に応じた対応が必要であると考えております。

　今後の取組方針としましては、学校評議員会等を通して、子どもの育成にかかわる地域の関係団体との連携をさらに図ってまいりたいと考えております。

　最後に施策名「(4)仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の推進」につきまして、内部では協力企業の業種における偏りといった課題を認識しております。委員の皆様からは、滋賀県が取り組んでいるイクボス宣言に係る啓発活動にも前向きに取り組まれてはどうかとのご意見をいただきました。このことにつきましては、現在本市が取組をしています働き方改革にも通じるものであり、市が率先してイクボス宣言を行っていきたいと考えております。

　今後の取組方針としましては、商工会議所と連携し、滋賀県ワーク・ライフ・バランス推進企業の登録とあわせて啓発してまいりたいと考えております。

　以上でございます。
［会長］
　ご説明ありがとうございました。それでは、施策名「(1)結婚から子育てまでの切れ目のない支援」についてはいかがでしょうか。ご意見をお願いいたします。

［委員］
　切れ目ない支援ということなのですが、大体平成8年ぐらいからでしょうか、共働き世帯のほうが専業主婦から逆転して上回って、それから今、どんどん差が開いてきているという状況です。生産年齢人口の増加や、都市部から人を呼んでくるということについては、どこも結構同じようなことをやっておりますので、なかなか簡単ではないと思うのですが、その中で課題として感じますのは、例えば労働力の確保や人材を有効活用するなどの面から考えると、やはり女性をもっと引っ張り出してくるというか、働きやすくしていくということは重要になってくると思います。そのような課題面からいいますと、共働きといいますか、働く女性が仕事に専念できるような体制づくり、行政だけではなく民間も含めて、そういう仕組みづくり、体制づくりというものが必要ではないかと思います。直接的な支援以外に、そういった仕組みを全体で構築していかないと、なかなか女性が職場で働くというのは難しいと思います。
［会長］
　その辺りは何か施策等で考えておられるのでしょうか。

［人権政策課長］
　女性がこれからもっと働く場に出ていくということですが、今、私どもの所管の施設に男女共同参画センターのウィズという所がございまして、そちらのほうでは子育てなどで一旦仕事を離れられた女性や、これから働き始めたいという女性の方々に対しまして、チャレンジセミナーなどの講座を行っているところでございます。

　また、彦根市男女共同参画計画というかがやきプラン2というものがございまして、この計画も今年の3月に改定をいたしまして、ここ近年、女性活躍推進やいろいろな新しい課題も出てまいりましたので、改定をしたところでございますが、このような計画の中で女性の社会進出を含めて取り組んでまいりたいと考えております。
［会長］
　どうもありがとうございます。よろしくお願いしたいと思います。

　ほかにございませんでしょうか。

［委員］
　保育所の待機児童のところで保育士不足、保育事業の量の不足という部分があるのですが、要は今後、幼保一元化、こども園構想がどんどん充実し、広がっていくと思いますので、離職者をいかに減らすかです。なかなか一度やめられた方が再度掘り起こしても再就職していただける率が非常に低いです。いろいろな理由があって退職された方が、もとの職場、職種に復帰するということはかなりリスクを伴いますので、そこを解消しないと離職者が減らないと思います。要は、働いている人たちの現状の環境を整えないと、今はどちらかというと皆さんの目線が人を募集することにいっているのです。ですので、今働いている人たちが離職しない方法をどうするのかという問題点をさらに掘り起こして解決していかないと、人材不足が歯車のように回ってしまうということが現状です。

　特にこども園の場合、幼稚園の先生方と保育園の先生方が一緒に働くことになると、とりわけ、保育園の方は長時間預かり保育をされていますし、夜間もあります。幼稚園の先生方は、午前中であとの時間はこれからのことを考える時間、改善する時間に取り組んでおられます。その方たちが一緒のところで働く状態になりどのような問題が起こるのかといったときに、幼稚園の先生方のストレスというものは、皆さんが想像しているよりもかなり大きなものがあります。ゼロ歳児から預かっている保育士と、学校教育法に基づいてやっておられる幼稚園の先生方の環境というのは全く違いますので、その辺を十分配慮しながら、現状の働いている方たちの問題解決に努力をしていただいて離職者を減らし、なおかつ、そういうところを改善することによって、一旦離職された方がまた戻ってきていただける、戻ってきていただいても安心して働ける職場ですということを広く皆さんにお知らせすれば、人材というものは自ずと増えてくると考えていますし、県のほうにも先般、政策・制度要求で訴えをさせていただきました。やはり全県的、全国的に大きな問題になっているそうですので、この「まち・ひと・しごと」という括りで言えば、どの仕事でもそうなのですが、離職者を減らすということも大きな課題の一つだというところを念頭に置いていただいて、事業というものを進めていただければありがたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。

［会長］
　ありがとうございます。ぜひその点も含めてご検討いただければと思います。よろしくお願いします。
［委員］
　ハローワークを利用されている方で、潜在保育士の掘り起こしというのはなかなか難しいところがございまして、人材不足でもともと福祉分野、介護、保育士、看護の分野については人材不足が言われている中、そのような資格を持った人が再度、その資格を生かせるような仕事につきたいとおっしゃる方がかなり少ない状況であるということです。

　そうなると、やはり職場の環境等にも少し課題があろうかというところが見受けられるので、今ほどおっしゃられたように、まずは離職を止める、もしくは再度職場復帰がしやすい環境づくりというのが大切なところではないかと考えているところです。

　それと、保育士の人材育成ということで、国では労働生産性の向上ということで人材の能力開発に力を注いでいるところです。私どもでも職業訓練を実施するわけで、女性が子育てを終えていざ復帰をするためにスキルを身につける、職業訓練を実施する中で、子どもがまだ小さいので保育所に預けて訓練に通おうと思った場合に、なかなかその預け先がないといったことから、訓練まで一歩踏み出せない方もいらっしゃいます。

　また、その訓練が終わってから、いわゆる年度途中で終わるケースもあるので、訓練のタイミングも考える必要がございますが、年度途中で終わって訓練の間は預かっていただくところがあったが、それ以降、いざスキルを身に付けて働きに行こうとされるとなると、預かってもらえる保育所等が、年度途中からではほとんどないといったような状況もございますので、人材もそうなのですが、そういう受入施設にも何らかの力を入れていただければありがたいと思っております。

［会長］

　その辺りはいかがでしょう。
［幼児課長］
　待機児童の解消につきましては、29年4月現在では20人ということで、ここにある資料よりも若干解消はしてきております。
　ただし、3歳から5歳の子どもに関しましては、保育所、幼稚園でほぼ100％の方が入所できるのですが、ゼロから2歳については待機児童が発生しております。

　特にゼロ歳児につきましては、どんどん利用者が増えておりまして、現在全体で11％の方がゼロ歳児で利用されているということです。パーセンテージは他市でも増えているので、今後もこういった待機といいますか、利用申込みが増えてくると思っております。施設整備につきましても、彦根市としても小規模保育、事業所を今後整備していきたいと考えておりますが、当然施設を整備すると保育士がいないというような問題がございまして、なかなか特効薬がないのですが、彦根市としてできること、処遇改善を含めまして、高校生の職場体験とか保育士になりたい人の掘り起こしなどいろいろなことをやりながら、保育士確保と施設整備の両方をやっていきたいと思っておりますので、よろしくお願いします。
［会長］
  ありがとうございます。つまり、魅力のある保育士の職業というのはまた折り込んでいただければと思います。
　ほかにございますか。

［委員］
  裏面の「ふるさとを誇りに思い、将来地域社会に貢献する子どもの育成」というところについてですが、これは地域行事への参加ということを指標にしていますが、地域行事というものは、そもそも子どもにとってどういうものかということ、それと大人でも地域コミュニティが希薄になってきている中で、子どもは本当にふるさとを誇りに思うということについて言えば、違う面からも例えば京都の歴史や名所、あるいは京都の寺院とかそういったものをきちっと学んでいって、大人になっても、あるいは外へでも彦根をきちっと人前で語ることができるということも地域行事以外にも重要ではないかと思います。

［会長］
  施策名(1)についての話をしておりますので、それは後ほどにさせていただきます。

　それでは、(1)は終わって「(2)小・中学校教育の充実」というところはいかがでしょう。

　よろしゅうございますか。私から質問ですが、先ほどの(1)の最後のところとも関係するのですが、地域未来塾は学習支援員の確保と書いてありますが、これはどういう方を対象にやっておられるのか、もしよければ教えていただければと思います。

［子ども未来部長］
　それぞれの中学校の地元の方とか大学生の方、あるいは教員ＯＢの方などにお声がけをさせていただいて、支援員の確保に努めているところですが、実際には地域によって支援員が充実しているところと、なかなか支援員の数が増えないというようなところがあります。安定的な運営に努めたいと考えておりますので、幅広く支援員としてかかわっていただけないかというようなお声がけのほうを今後も続けていきたいと考えております。
［会長］
　例えば、直接大学の事務局と相談して大学の組織として取り組んでもらっていることはやっておられるのですか。

［子ども未来部長］
　はい。大学のほうも折を見てお願いしているケースもありまして、県立大学の学生や聖泉大学の学生に来ていただいたりすることは、担当が学校を回らせていただいてお願いをしているところでございます。

［会長］
　大学のほうでも、おそらく学生にも興味のあることだと思いますし、積極的に活動するような形でもう少しやっていただければ、私も協力できるように声をかけたいと思います。
［子ども未来部長］
　はい、ありがとうございます。

［会長］
　よろしくお願いします。

　ほかにございますか。
　それでは、(2)(3)(4)をすべて含めて今、議論させていただければと思いますが、先ほど委員から出ました「ふるさと誇りに思い、将来地域社会に貢献する子どもの育成」ということで、地域の歴史や行事などの教育的な配慮ということですが、それは何かあるのでしょうか。

［学校教育課長］
　まず1つ目の地域行事というものはどのようなものかというようなことで話があったと思うのですが、これにつきましては、例えば地域で行われる餅つき大会などのいろいろなイベントが行われるということもございますし、清掃活動等が地域で行われるときに参加するということも含めております。
　また、中学生には中学生の地域貢献プロジェクトという形でございますが、例えば冬に雪が降っている場合は地域のところに除雪作業に行くということも広く地域行事ということで入れております。

　それから、歴史であるとか偉人に学ぶということでございますが、おっしゃいますように、そこにつきましては大変重要なことでございます。本市におきましては、一つは井伊直弼公の生き方に学ぶということで、市内の全ての小学校1年生に直弼公の生き方に学ぶということで、「学びの6か条」というものを設けております。それを下敷きに記して配布をし、直弼公が開国に至った、そうした偉人の功績ということを「学びの6か条」という形でまとめたものを配布しております。
　そうしたことで、まずは直弼公の生き方に学ぶというのが市内の小学校全員に行っているところです。

　それと、彦根城でございますが、世界遺産登録を目指しているということがございまして、城の近くの学校であれば定期的に彦根城のことについても学ぶという機会もあるのですが、離れた学校におきましても郊外学習等を活用しまして、市内に住む小学生は、1度は学校のときに彦根城のことについても学ぶということも行っております。
　以上でございます。

［会長］
  ありがとうございます。よろしゅうしゅうございますか。かなり取組をされておられるようでございます。
　ほかに(2)から(4)の中で、ご意見はございますか。
［委員］
　仕事と生活の調和ということで、市として率先してイクボス宣言を行っていきたいと考えておられるということなのですが、滋賀労働局では、28年3月に滋賀県と労働局と労使団体のトップ4者によってイクボスの推進の共同宣言を発したという状況でございます。イクボスの状況を見ていますと、とある市では、産官学の中で共同宣言をされているというところも南のほうでは見受けられるのですが、やはり取組としては地域一帯となって、いわゆるオール彦根という形で取組をしていこうと思いますと、まずは市で取り組むことですが、今後、そういったものを地域全体として取り組んでいただけたらと思っています。
　できましたら、今後、市が宣言された後、そういう地域全体としての取組を実施されるのか、その辺りのところをお聞きしたいと思います。

［会長］
　いかがでしょうか。
［人権政策課長］
　滋賀県の南部のほうで、先にイクボス宣言を行っておられる県外の先行自治体の例を見ておりますと、自治体の首長がその自治体の幹部職員とともに宣言をされた事例や、また、首長とその自治体内の企業や事業所の団体の代表者の方とともに共同宣言式という形で行っておられる事例も見られます。
　市内全域にワーク・ライフ・バランスを広めていくことにつきましては、企業や事業所のご協力は欠かせないものであると考えておりますので、先に自治体だけがするかどうかは、これから検討するところではございますが、効果的にイクボス宣言を出しまして、市内全域に広げていけるように考えてまいりたいと考えております。
［会長］
　よろしゅうございますか。ほかにございますか。

　それでは、基本目標2はこれぐらいにいたしまして、次に基本目標3「若者のチャレンジにより、新しい人の流れが生まれるまちづくり」につきまして、市からの説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。
［企画振興部長］
  資料3でございます。基本目標3「若者のチャレンジにより、新しい人の流れが生まれるまちづくり」でございます。

　まず施策名「(1)市内大学をはじめとした高等教育機関等との連携強化」につきましては、内部では、産学連携による若者定着支援を継続実施し、滋賀大学データサイエンス学部等と連携したビッグデータの活用の検討といった課題を認識しておりまして、委員の皆様方からは県内勤務地、市内勤務地に就職した者の実態把握、また他府県からも若者を呼び込めるような特色ある施策の検討といった課題をご指摘いただきました。

　また、委員の皆様方からは大学と企業、市の連携による地元就職の支援に取り組んでいくべきとのご意見をいただいたところです。

　委員のご意見に対し市としましては、地元就職率向上のため、若者定着支援策を産官学一体となって進めていくことが必要であり、市内事業所のほか、公共職業安定所、商工会議所、市等で構成いたします彦根地区雇用対策協議会では、合同企業説明会を開催して地元雇用の推進を図り、また新入社員ふれあいフェスティバルの開催により企業への定着等を図るなど、地元就職の促進のため取組を継続してまいりたいと考えています。

　また、平成27年度に策定いたました「彦根市地場産業活性化基本方針および行動計画」に沿いまして、滋賀バルブ協同組合が滋賀県立大学工学部1回生向けに本市の地場産業であります「バルブ産業」に関する特別講義を行い、バルブに関する理解を促すほか、就職する際の選択肢の一つとしての意識付けを継続していきたいと考えております。
　今後の取組方針といたしましては、市内3大学との連携強化による若者定着支援策を引き続き実施し、地元就職者の増加を図ること、また滋賀大学データサイエンス学部、滋賀県立大学地域ひと・モノ・未来情報研究センターとの連携によるビッグデータの活用の検討、また本市も参画しております彦根地区雇用対策協議会について継続的に取組を進めます。さらに、地場産業に係る取組に関しましては、引き続き「彦根市地場産業活性化基本方針および行動計画」に基づいて推進していこうと考えているところです。

　次の施策名「(2)起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出(再掲)」につきましては、先ほど資料1、雇用部会から説明させていただきましたものの再掲となっておりますので、ここでは説明を割愛させていただきます。
　施策名「(3)移住策の推進」につきましては、ＫＰＩ指標が2つございまして、「社会増減数(人)」と「移住施策による市外からの移住者数(人)」でございます。

　1つ目の移住策にかかるＫＰＩ指標の「社会増減数(人)」につきましては、内部としましては、誘導施策の強化や融資制度の活用や地域おこし協力隊と協力しての移住策の推進といった課題を認識しておりまして、委員の皆様方からは、都市部での就職セミナーの実施に取り組んではどうかとのご意見をいただきました。

　委員のご意見に対しまして市としましては、3大学に限らず、都市部の学生を対象とした就職セミナーにつきましてもＩターン、Ｕターン等の掘り起こしにもつながることから、実施についての検討は必要であると考えております。
　今後の取組方針としましては、より低金利で活用しやすい融資制度の提案ができるよう金融機関との協議を進めること、また地域おこし協力隊のネットワークをもとに外部と連携した移住施策についての検討をしてまいりたいと考えております。

　また、シティプロモーション事業への地域おこし協力隊の積極的なかかわりにより、本市の魅力発信につきまして充実させていくこと、また都市部での就職セミナーなど、都市部の学生への働きかけについて、公共職業安定所や商工会議所と連携して検討していきたいと考えております。

　2つ目の「移住施策による市外からの移住者数(人)」で、移住施策による市外からの移住者数につきましては、内部としましては若者への魅力発信、都市部の移住ＰＲ、地域おこし協力隊と協力しての移住施策推進や「ここ滋賀」の活用などの課題を認識しております。

　委員の皆様方からは、移住促進補助の要件の見直し緩和に取り組んでいってはどうかとのご意見をいただきました。

　委員のご意見に対しまして市としましては、さらなる移住促進のため、要件緩和等の見直しを実施したいと考えています。
　ちなみに、移住補助の要件の見直しを平成29年度より一部行っておりまして、新築住宅取得補助におきまして、子どもの要件を3人から2人に緩和しております。
　今後の取組方針といたしましては、滋賀県移住交流促進協議会で実施する都市圏での移住フェア等へ引き続き参加し、東京のふるさと回帰支援センターに平成29年7月から常駐しております滋賀県の相談員と連携して、市の移住施策の周知や、地域おこし協力隊と連携して移住施策についての検討をしてまいります。
　また、先ほどの基本目標(2)でも説明がございましたが、新婚世帯への上乗せ住宅補助もしてまいりたいと考えているところです。

　以上でございます。

［会長］
  ご説明ありがとうございました。

　それでは、まず施策名「(1)市内大学をはじめとした高等教育機関等との連携強化」についてはいかがでございますか。

　よろしゅうございますか。

　では、「(2)起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出」は再掲でございますので飛ばさせていただいて、「(3) 移住策の推進」に移りたいと思います。いかがでしょう。
［委員］
  いくつか出てくるのですが、地域おこし協力隊のネットワークをもとにというのは、地域おこし協力隊、基本的な団体全てが書かれていると思うのですが、そのネットワークというものがどのようなものか、期待できるものなのかどうか、その辺りをお伺いしたいと思います。

［会長］
　いかがでしょうか。お願いします。

［企画課長］
  地域おこし協力隊は今、移住コンシェルジュということで企画課に来ていただいているのですが、もともとこちらの大学に来られていた方で、そのときのネットワークも持っておられますし、移住に関する関係でこちらに移住された方との交流も非常に進められておりますので、強いかどうかは別として、いろいろなネットワークはお持ちですので、そういったところを利用して移住を進めてまいりたいと考えております。

　以上です。

［会長］
　ありがとうございます。ほかにございませんでしょうか。

［委員］
(1)にも少し関係するところですが、私はたまたま京都出身で滋賀大学にお世話になって、結局滋賀銀行に入ったのですが、最初から大学のある場所に就職するという考え方はほとんどなかったという学生が多かったという気がしています。滋賀大のここ2、3年の就職活動にも少しかかわっていたので、そういった学生たちとも話していましたが、滋賀大クラスですと、5割ぐらいが完全に東京や大阪に行ってバリバリ働きたいということでしたが、地元の優良企業に入りたいというニーズは、特に長男や女性で地元に帰りたいと思っている学生が多かったように思います。岐阜出身の学生は名古屋のほうに帰ったり、京都や大阪出身の学生はそちら方面に帰ったりというのがあって、この社会増減数のところの都市部での就職セミナーというのは非常に有効なのではないかと思っています。京都や大阪、東京の大学に行かれた学生で、地元に帰って親の近くに住みたいとか、親の面倒を見ようという気持ちは絶対に心の底のどこかにあると思うので、そういった学生に就職のときに彦根に帰ってきてもらう、滋賀県に帰ってきてもらうという取組が、市内の3大学に働きかけるよりも実際的な社会増につながるのではないかと思います。
［会長］
  ありがとうございます。

　それに加えて私が思うのは、東京なら東京でやっているときに来ていただくのは帰ろうというマインドを持った方しか来ないので、反対にいえば、彦根に住んでいる親のほうにも、子どもが帰る興味があれば彦根はウエルカムですよ、このような施策をやっていますよ、というＰＲをして、親のほうから情報提供するということをやれば、もう少しＵターンマインドがかき立てられるのではないかと思います。

　最近、聞いた話で自分の人生のスイッチがどこで入ったかということが非常に大事で、滋賀県あるいは彦根で学生生活を送ったときに、自分を育ててくれたところが滋賀県あるいは彦根というマインドが付けば、何らかの形でそこに行きたいという気持ちが出てくるということです。それをうまくこちらに移住してもらうことに結びつければ非常に良いと思います。
　自分が育ったときに親に育ててもらって、あるいは大学まで出て、そのときに地方で働いてくれる人への宣伝というのは、東京でやっている催しに来てもらうのも一つですが、それ以前に潜在的に持っているマインドをかき立てるというのは、やっぱり親からとかそういうところから情報を届けてもらうというのはかなり効果的だと思います。また、参考にしていただければと思います。

［委員］
  実際のことなのですが、数年前に彦根近くの出身の部下がいました。その部下は早稲田大学の学生で、上場企業に多く内定をもらっていましたが、たまたま滋賀県出身の友人と一緒に滋賀銀行の東京のセミナーに行って、セミナーに行ったと親に言ったら、親がそれまで一言も言わなかったのに、「滋賀に帰ってくれるなら車を買ってあげる」と言ったそうです。全く滋賀県に帰るつもりがなかったのですが、両親に説得されている間に滋賀銀行から内定をもらえたので、滋賀銀行に入ったそうです。このような事例もありますので、親を抱き込むというのは非常に効率的な良い施策だと思います。
［会長］
  ありがとうございます。ほかに何かございますか。

　よろしゅうございますか。それでは、次に基本目標4「時代に合った地域の中で、安心な暮らしを守るまちづくり」でございます。ご説明をお願いしたいと思います。
［都市建設部長］
　私から基本目標4「時代に合った地域の中で、安心な暮らしを守るまちづくり」における平成28年度の各施策ＫＰＩ指標の評価に対する考え方および今後の取組方針についてご説明をいたします。
　まず資料4でございますが、施策名「(1)彦根らしい多極的なコンパクトシティの形成」につきましては、内部では立地適正化計画の策定、都市再生協議会など関係機関との調整が課題であり、地域公共交通網形成計画の策定については、当計画に基づく具体的な実施計画となる地域公共交通網再編実施計画を新たに策定することが課題であると、それぞれ認識をしております。

　委員の皆様方からは各々計画を策定した後、実施段階での進行管理や公表の考え方についてご意見をいただきました。

　このご意見に対し市としましては、立地適正化計画については、有識者等で構成されている彦根市都市再生協議会において、検証・協議を行い、その結果については彦根市ホームページで公表してまいりたいと考えております。

　また、地域公共交通網形成計画も同様でございますが、新たな実施計画策定後、公共交通活性化協議会において検証を行い、結果について公表してまいりたいと考えております。
　今後の取組方針としましては、立地適正化計画はＰＤＣＡサイクルの実施により、必要に応じて計画の見直しも行っていきたいと考えており、また地域公共交通網形成計画につきましては、実施計画策定に向け、関係機関と協議してまいりたいと考えております。

　次に施策名「(2)空き家等住まい対策の推進」につきましては、内部では、空家等対策計画の策定については、調査によって得た空き家の状況データを活用し、本市に合う計画の策定が課題であり、「住もうよ！ひこね」リフォーム事業につきましては、現在の高水準を維持していくことが課題であると、それぞれ認識しております。
　これにつきまして、委員の皆様からは、ファイナンスの視点から要件緩和など金融協議会への働きかけについてご意見をいただいております。このご意見に対しまして市としましては、空家等対策計画につきましては、融資制度の要件緩和について金融機関と協議し、検討してまいりたいと考えております。
　しかしながら、リフォーム事業につきましては、補助対象経費を下限20万、上限100万円としており、融資を受けられる方は少なく、ファイナンスとの親和性は高くないと思われることから、金融協議会への働きかけは考えておりません。

　なお、今後の取組方針としましては、空家等対策事業は計画の活用方策としまして、民間事業者と官民協働による空き家バンクを創設し、空き家についての情報提供を行い、所有者と利用者のマッチングを図ってまいりたいと考えております。

　また、リフォーム事業につきましては、事業継続および内容充実の検討を行い、制度に係る効果的な周知に関して研究をしてまいりたいと考えております。

　次に、施策名「(3)公共施設マネジメントの確立による持続可能な施設整備・運営管理」につきましては、内部では、公共建築物の必要性の減少は十分でないことにより、施設類型ごとの個別計画が遅れていること、また必要性の検証によるアカウンタビリティの向上が課題であると認識しております。
　今後の取組方針としましては、今年度国において計画に記載する項目や考え方が整理されましたことから、これにのっとり施設老朽化度合い、利用状況、運営方法、コスト情報、受益者負担などの分析をより一層深め、今後の施設のあり方の検証に努めてまいりたいと考えております。

　また、施設類型の個別計画策定を一層進め、公共建築物の計画的な方針、統廃合、長寿命化に取り組んでまいりたいと考えております。

　裏面をお願いいたします。

　施策名「(4)安全・安心な暮らしの確保」につきましては、内部では自主防災組織率は防災などの意識が低いことや、自主防災に対する理解不足、また結成の手続が煩雑であることが課題だという認識をしております。

　委員の皆様方からは、自主防災組織は組織の継続性を図っていくことが重要で、そのため、情報交換の場の提供が必要とのご指摘や、民間企業の中では災害リスクの見える化が広まっており、そのようなノウハウを活用できないかとのご意見をいただきました。
　このご意見に対しまして市としましては、組織の維持・継続の重要性は大きな課題であると捉え、自主防災組織育成事業において、組織の活動支援、人材育成、交流等に取り組んでいるところでございます。組織結成の促進と合わせ、より一層推進してまいりたいと考えております。

　また、災害リスクの見える化につきましては、県がホームページで公表している床上浸水、家屋水没、家屋流失発生確率について市民に周知、啓発してまいりたいと考えております。

　今後の取組方針としましては、防災講習会での説明や自主防災組織未設置の自治体に対しまして、直接必要性やメリットとなる補助制度について、周知、啓発を行うとともに、結成に必要な規約の策定などきめ細やかなフォローを実施してまいりたいと考えております。

　また、彦根市内犯罪率は、引き続き防犯パトロールの実施や防犯灯・防犯カメラの設置等、地域の安全活動を推進するとともに、振り込め詐欺など特殊詐欺の被害防止活動を推進してまいりたいと考えております。
　最後になりますが、施策名「(5)湖東定住自立圏形成協定に基づく取組の推進」につきましては、内部では、人口減少対策は圏域各市町それぞれで実施しており、圏域のスケールメリット等が生かせていないのが課題であるとの認識をしております。

　委員の皆様からは、各市町それぞれの施策でお互い取り合うのではなく、圏域全体の取組、人口増加策が必要であるとのご意見をいただきました。このご意見に対しまして市としましては、定住自立圏構想は中心地の機能と近隣機能が協定によって有機的に連携し、全体として魅力ある地域を形成していくことを目指し、これによって圏域からの人口流出を食い止め、圏域への人の流れを創出することを目的としております。湖東定住自立圏におきましても、この趣旨に基づき、圏域全体での活性化を図り、定住人口の確保を目的に取り組んでおりますので、着実に取組を推進していく必要があると考えます。

　なお、今後の取組方針につきましては、具体的な取組は共生ビジョンに示し、毎年度所要の変更を行っております。さらに、今年度から初めて共生ビジョンにＫＰＩを設定し、ＰＤＣＡサイクルを構築しての推進を図ることとしておりまして、より効果的な事業の実施に努めてまいりたいと考えております。
　以上でございます。よろしくお願いします。
［会長］
  どうもありがとうございました。それでは、(1)の「彦根らしい多極的なコンパクトシティの形成」につきましてはいかがでございましょうか。

　よろしゅうございますか。特にご意見なしということで、次に進みたいと思います。

　「(2)空き家等住まい対策の推進」でございます。これにつきましては、いかがでございましょうか。
［委員］
  空き家は全国的な問題ですので、なかなか空き家情報だけでは難しい面があるかとは思うのですが、地方創生の視点からいいますと、やはりそこへ住みたいという何らかの動機があると思うのです。仕事である場合もありますし、子育ての環境が良いとかゆっくりと住みたいとか、その動機それぞれなのですが、地方創生ということなので、そういったいろいろな動機につながるような横の仕組みや連携を受け皿も含めて考えていかないと、空き家バンクの情報だけではなかなか難しいのではないかと思います。見て来られる方はあると思いますのでその辺りで何かプラス工夫が要るのではないかという気がします。
［会長］
  その辺りはいかがでございますか。
［建築住宅課長］

　ただいま委員がご指摘いただきました部分でございますが、空き家バンクを今後運営していく上で、当然空き家情報とか古い町家情報等、魅力的なビジュアルでホームページを展開していくのは当然のことですが、それに付加して彦根の魅力的な部分、先ほどから本会で委員の皆様からご指摘いただいている魅力的な自然環境であるとか歴史の部分などもあわせて掲載等を検討していくことで差別化を図っていきたいと考えております。
［会長］

　ということでございますが、ほかにございますか。
　では、次に行きたいと思いますが、「(3)公共施設マネジメントの確立による持続可能な施設整備・運営管理」については、いかがでございますか。

　一応、国において計画に記載する項目や考え方が整理されるということで、これに基づいて今後進めるというお話でございますが、何かコメントはございますか。

　よろしゅうございますか。では、なしということで次に進めさせていただきます。「(4)安全・安心な暮らしの確保」についてはいかがでございますか。

　1つ質問ですが、自主防災組織というものがなかなか構築されないという阻害要因というのは何なのでしょうか。もし分かっていれば教えていただきたいのですが。
［危機管理室長］

　阻害要因といいますのは、課題でも挙げておりますように、彦根市は割りかし安全であるというような思いも浸透しているかと思いますので、防災意識、共助意識というところの高揚というのが今ひとつ図れてないところがあると思って、我々も反省しております。災害はいつ起こるか分かりませんので、そういったリスクの面も十分に説明をさせていただきながら、必要なものであるというご認識を持っていただけるように、これからも行っていきたいと思っております。

［会長］
  ありがとうございます。
［委員］

　自主防災会の場合、基本的に自治会がメインになってくるのですが、最近、自治会に入っていただけない方が転居されて来ています。私も地域の自主防災会の役員しているのですが、自治会で自治防災会を運営するときに、自主防災会の総合演習や演習会をやるときに、なかなか自治会に入っていただけない方が自主防災会にも協力していただけないというのが、1つの課題になっています。その人たちを、例えば私の自治会の場合は、総合訓練やったときに、避難完了旗を必ず玄関にぶら下げる、そして情報収集の方がチェックに行って旗が出ていないと、どうですかというようなお声がけをするというような運動をやっているのですが、自治会に入っていただけないと、その旗が配られてないというお宅も出てきます。やはり外部から彦根市に居住されてきた場合、できるだけ本人の自主性となりますが、やはり地域の自治会にはできるだけ入っていただけるように、行政としての最初の窓口のところで、例えばここの自治会には、こういう自主防災会がありますよということを、一言声をかけていただくことをすれば、もう少し双方協議をという部分のお互い共助で、助け合いができるというように思いますので、行政としてもお声がけをよろしくお願いしたいと思います。
［会長］
その点も含めまして取り組んでいただければと思いますが、よろしくお願いします。

ほかにございますか。

では、次に移りまして「(5)湖東定住自立圏形成協定に基づく取組の推進」につきましてはいかがでしょうか。共生ビジョンにＫＰＩを設定してＰＤＣＡサイクルを回すこととなっていますが。

よろしゅうございますか。
それでは、議題(1)につきましては以上でございます。

次に議題(2)ですね。その他事務連絡等について事務局より何か連絡事項がございますか。
［地域経営・地方創生推進室長］
事務局からお伝えさせていただきます。資料に「平成29年度の経過及び今後の予定について」という資料がございますので、こちらをご覧ください。

今後の予定でございますが、下段のほうでございます。本日、第4回のまち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会を開かせていただきまして、本日、活発なご議論をいただきました。このご意見、ご提言をもとに修正をしてまいりまして、12月中に平成28年度の施策別の取組方針をホームページに公表させていただきます。その後、1月下旬に平成28年度の評価および平成30年度の予算内示のほうが出てまいりますので、これに基づきまして各施策と主な取組の記載内容につきまして見直し、訂正を行います。
委員の皆様には文書でご意見等をお伺いさせていただく予定でございます。

その後、3月下旬に平成29年度の改訂版の総合戦略の公表をさせていただくという予定でございます。

以上でございます。
［会長］
はい、どうもありがとうございました。これをもちまして本日の次第にありました議題の審議は終了でございます。
この際でございますが、委員の方からご質問あるいはご意見等ございましたらお受けしたいと思いますが、いかがでしょうか。

それでは、何もないようですので、本日の会議はこれにて終了したいと思います。どうもご協力ありがとうございました。
(終了)
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